
（ 145 ）

一般病院における外来看護師の在宅療養患者支援の課題

はじめに

　平成19年（2007年）４月の第五次医療法改正や平
成24年度（2012年）の診療報酬改定によって、医療
機関と在宅/介護施設との連携強化のための地域医
療連携パスの推進や医療提供が困難な地域への医
療提供体制の構築の方向性が示された。平成26年度

（2014年）の医療法改正では、病床の機能分化・連
携の推進に加え、在宅医療の推進が更に強化され、
専門医療機関と診療所等の地域の拠点病院の外来診
療の役割分担と連携の重要性が示された。
　こうした施策を背景とし、平成19年度（2007年）
の医療法の改正以降、一般病院の平均在院日数は平
成18年（2006年）の13.2日から平成22年（2010年）
の10.2日へと減少し続けている。平成25年（2013年）
に行われたわが国の保健統計によると100床以上の
中規模以上の病院の外来受診者は、医師の紹介に
よる専門高度医療を求める患者と、従来の地域医療
を求める患者に２分されること、半数は65歳以上で
あること、在宅療養に困難を訴えている外来患者が
65％にもおよび、その内セルフケア不足を訴える者
が８割以上（84.6％）、不眠や不安を抱えている者が
半数以上、３割（27.0％）の者が緊急時の対処に不

安を持っていたことが報告されている。また、退院
許可時に入院患者の半数以上の者が自宅療養の見通
しが立たないことや（52.4％）、自宅療養できない理
由として、家族の協力が得られ難いことや（48.4％）、
通院手段の確保が困難であること（30.4％）、緊急時
の対応や（30.4％）療養環境の整備の必要性（29.9%）、
療養のための指導を求めていること（29.1％）が報
告されている１）。
　日本看護協会は、外来看護を「疾病を持ちながら
地域で療養・社会生活を営む患者や家族などに対し、
安全で安心・信頼される診療が行われるように、ま
た、生活が円滑に送れるように調整を図りながら看
護職が診療の補助や世話を提供すること」と定義し
ているが、こうした施策の下で、外来看護の役割は
重要かつ大きいと言える。しかしながらその配置基
準は「患者30人につき看護職１人」で、配置の多寡
は医療機関の裁量に委ねられている状況である。さ
らにこの基準は、昭和23年（1948年）に設けられて
以降、変わっていない。2007年の実態調査では300
床以上の医療機関の外来看護の平均が「患者24人に
看護職１人」の配置であったとの報告がある２）。
　また一方では、平成12年（2000年）以降、ストー
マケアや糖尿病療養指導などの認定看護師制度の普
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要　旨
　一般病院の外来看護師の在宅療養指導実態を把握した。結果、在宅療養指導は半数も実施されておらず、看護業務以外
の事務に時間を要することから時間がないことを実感している実態が明らかになった。一方、400床以下の中・小規模病院
においては指導対象者や指導方法について模索している姿が明らかになった。今後、在宅療養指導対象者の選定や院内外
の連携システムの構築が必要である。
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及に伴って、中規模以上の医療機関において看護外
来（看護専門外来）が設置されるようになり、看護
外来における看護ケアの効果評価に関する研究が国
内外に多く見られるようになった。しかしながら、
一般病院の外来看護の重要性が増加しているにも拘
わらず、在宅療養支援指導や地域の連携に焦点をあ
てた研究は少ない３-６）。
　そこで、本研究では一般病院の外来における看護
の課題を明らかにするために、外来看護師の在宅療
養指導や医療・保健・福祉機関との連携実態を把握
した。

用語の定義
　看護外来（看護専門外来）：疾病を持ちながら地
域で療養・社会生活を営む患者や家族などに対し、
生活が安心して送れるように、個々の患者やその家
族等に応じた特定の専門領域においての診療の補助
や療養上の世話を提供する外来をいう。看護外来で
は一定の時間と場を確保し、生活に伴う症状の改善
や自己管理の支援等を医師や他職種と連携して看護
職が主導して行う。（日本看護協会業務委員会報告
より,2010年）

倫理的配慮

　調査票は匿名とし、表紙に研究目的および方法に
ついて、研究への参加が任意であること、研究に同
意しない場合でも何ら不利益を被らないことを明記
し、調査票の返送をもって同意を得たものとした。
大阪大学医学部保健学倫理委員会（2012年11月29日、
受付番号235）の承認を得た。

方法

　調査対象者は、公表（wam＿net）されているA
府下の病床を有する一般病院の外来看護師を対象と
した。
　調査の依頼は、まず351施設の看護部に研究目的
および方法、倫理的配慮について記載した協力依頼
文を郵送した。そのうち承諾を得られた58施設の看
護部に調査票を郵送し、看護部より個々の外来看護
師286人に調査票を配布してもらった。個々の看護
師からは調査票を直接研究者に返送してもらった。
調査期間は、2013年１月から３月までで、回答が得
られたのは58施設169人であった。回収率（59.1％）。

調査項目
Ⅰ.看護師の背景、Ⅱ.通院患者の把握、Ⅲ.在宅療養
指導の実施状況および看護活動（指導内容や看護ケ
ア）、Ⅳ.病棟や他機関との連携の有無。尚、医療機
関の規模別分類は平成22年（2012年）度看護協会調
査分類を参考にして〜200床、201〜400床、401床〜
の３群に分類した。回収した調査結果の記述統計を
実施すると共に、在宅療養指導の実施の有無と通院
患者の把握や看護活動、連携との関連を見るために、
χ２検定を行った。有意水準は５％とした。

結果

１．対象者の背景
　女性が168人と男性が１人であった。平均年齢は、
43.0（±8.2）歳で、平均病棟経験年数と平均外来看
護経験年数はそれぞれ11.0（±7.3）年と9.0（±7.3）
年であった。看護師資格の者が131人（77.5％）を占
め、助産師と保健師がそれぞれ１人、専門看護師が
２人と認定看護師が６人であった。看護系卒業校は
150人（88.8%）が看護専門学校で、看護系大学は６
人（3.6％）であった。
　医療機関の規模と機能は、「〜200床」が32件

（55.1％）と半数を占め、次いで「201〜400床」が15
件（25.9％）であった。医療機関の機能は、DPC病
院が最も多く22件（37.9％）、次いで一般病院のみが
17件（29.3％）、地域支援病院14件（24.1％）と続く。
回復期リハビリ病院（病棟）は「201〜400床」（20.0％）
のみであった。
　看護外来は糖尿病看護外来と助産師外来が各７件

（12.1%）、次いでストーマ外来が６件（10.3%）であっ
た（表１）。
　
２．在宅療養指導の実施状況（個人）
　１）在宅療養指導の実施状況と対象者
　医療機関の規模別の在宅療養指導実施者割合は
401床以上が最も多く21人（61.8％）、201〜400床が
36人（40.0％）と続き、401床以上の医療機関が200
床以下より実施する割合が高かった（ｐ＜0.05）（図
２）。
　在宅療養指導を実施していた者は69人（41.1％）
で、対象者は化学療法を受けている者が最も多く
22人（31.9％）、次いで糖尿病患者が19人（27.5％）、
相談のあった者17人（24.6%）と続き、65歳以上の
者は１人であった（図１）。



（ 147 ）

一般病院における外来看護師の在宅療養患者支援の課題

表１　病床の規模別医療機関の機能と看護外来の設置状況

〜200床
n＝32（55.1）

％
201〜400床
n＝15（25.9）

％
401床〜
n＝11（19.0）

％ 計 n＝58 ％

医
療
機
関
の
機
能

DPC病院 8 25 8 53.3 6 54.5 22 37.9
一般病院のみ 13 40.6 4 26.7 0 0 17 29.3
地域支援病院 4 12.5 4 26.7 6 54.5 14 24.1
療養型医療施設 6 18.8 4 26.7 2 18.2 12 20.7
回復期リハビリ病棟 0 0 3 20 0 0 3 5.2
感染病棟 2 6.3 0 0 0 0 2 3.4
特定機能病院 0 0 0 0 1 9.1 1 1.7
精神科病棟 0 0 1 6.7 2 18.2 1 1.7
がん拠点病院 0 0 1 6.7 0 0 1 1.7

看
護
外
来

糖尿病 3 9.4 3 20 1 9.1 7 12.1
助産師 3 9.4 3 20 1 9.1 7 12.1
ストーマ 1 3.1 3 20 2 18.2 6 10.3
がん 3 9.4 0 0 2 18.2 5 8.6
その他 5 15.6 2 13.3 2 18.2 9 15.5

その他の内訳：フットケア④、呼吸器外来②、緩和ケア①、禁煙外来①、更年期外来①
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図１　在宅療養指導の対象者（複数回答）
n＝69、数値は、回答者数を示す。（　）内は％を示す。
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図２　医療機関の規模別にみた在宅療養指導実施の有無
　　　　　　　　　　　　　　　　　  グラフ内数値は人数を示す　　　 ＊=p<0.05　　　　　　　　  　
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　在宅療養指導を実施しない理由では、「時間がな
い」と答えた者が最も多く34人（45.3％）、「情報が
ない」23人（30.7％）、「方法が分からない」17人

（22.7％）、「対象がわからない」14人（18.7％）と続く。
「機会がない」と「担当でない」、「必要性を感じない」、
「対象者がいない」が各２人（2.7）であった（表２）。
　２）  在宅療養指導の実施状況と通院患者の把握状

況
　在宅療養指導の有無と通院患者の把握状況では、
在宅療養指導を行っている者は、通院方法と通院同

伴者や患者の家族形態、キーパーソンを把握してい
る者が３割から４割おり、患者の家族の健康や在宅
サービスを把握している者が２割以上であった。し
かし、未受診者の把握やその理由、通院困難の時期
や転院先を把握している者は１割程度であった。一
方、療養指導を行っていない者は、通院時間や通院
方法、通院同伴者、キーパーソン、患者の家族形態
を把握している者が２割程度で、家族の健康状態
と未受診者やその未受診理由は１割にも満たなかっ
た。在宅療養指導を行っている群程、通院時の同伴
者や患者の通院困難な時期とキーパーソンを把握し
ており（ｐ＜0.05）、家族の健康状態、在宅支援サー
ビスについても把握されていた（ｐ＜0.01）（表３）。
　３）  在宅療養指導の実施状況と看護活動と連携状

況
　在宅療養指導の内容や看護活動では、在宅療養指
導を実施群の９割以上の者が救急受診の指導を行っ
ており、カンファレンスや看護記録も６割以上が実
施されていた。一方、在宅療養指導の非実施群で
は、救急受診指導は７割以下に留まり、看護記録や
ケースカンファレンスは２割程度であった。在宅療
養指導を実施している群で実施割合が有意に高かっ
た（ｐ＜0.01）（表４）。
　在宅療養指導の実施状況と連携との関係について

表２　在宅療養指導をしない理由（複数回答）

在宅療養指導を
しない理由

回答者
ｎ＝75

％

時間がないから 34 45.3
情報がないから 23 30.7
方法がわからないから 17 22.7
対象がわからないから 14 18.7
システムがないから ６ 8.0
機会がないから ２ 2.7
担当でないから ２ 2.7
必要性を感じないから ２ 2.7
対象者がいないから ２ 2.7
新人だから １ 1.3
医師の指示がないから １ 1.3

表３　療養指導実施状況別にみた通院患者の把握状況 （人）

通院状況
全体 指導有 指導無

把握して
いる

どちらで
もない

把握して
いない

把握して
いる

どちらで
もない

把握して
いない

把握して
いる

どちらで
もない

把握して
いない

通院時間の把握 37 29 97 18 12 37 19 17 60
％ 22.7 17.8 59.5 26.9 17.9 45.2 19.8 17.7 62.5
通院方法の把握 41 28 94 21 11 35 20 17 59
％ 25.2 17.2 57.6 31.3 16.4 52.3 20.8 17.7 61.5
通院同伴者の把握＊ 43 42 78 25 14 28 18 28 50
％ 26.4 25.8 47.9 37.3 20.9 41.8 18.8 29.2 52
未受診者の把握 15 32 116 8 10 49 7 22 67
％ 9.2 19.6 71.2 11.9 14.9 73.2 7.3 22.9 69.8
未受診の理由の把握 15 34 112 8 14 45 7 20 67
％ 9.2 20.9 68.7 11.9 20.9 67.2 7.3 20.8 71.9
通院困難の時期の把握＊ 14 37 111 10 18 39 4 19 72
％ 8.6 22.7 68.1 14.9 26.9 58.2 4.2 19.8 75
転院先の把握 10 33 119 7 11 49 3 29 70
％ 6.1 20.2 73 10.4 16.4 73.2 3.1 22.9 74
患者の家族形態の把握 37 34 90 20 14 33 17 20 57
％ 22.7 20.9 55.2 29.9 20.9 49.2 17.7 20.8 59.4
キーパーソンの把握＊ 47 39 74 27 15 24 20 24 50
％ 28.8 23.9 47.3 40.3 22.4 35.8 20.8 25 52.1
家族の健康状態の把握＊＊ 23 47 90 14 24 28 9 23 62
％ 14.1 28.8 55.2 20.9 35.8 41.8 9.4 24 64.6
在宅支援サービスの把握＊＊ 24 39 97 17 17 32 7 22 65
％ 14.7 23.9 59.5 25.4 25.4 47.8 7.3 22.9 67.7

x2検定：　*： p<0.05, **： p<0.001
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は、在宅療養指導を実施している群では、病棟から
の連絡や病棟への連絡は７割が実施しており、介護
福祉施設との連携は４割、医療機関と介護福祉部署
との連携を３割が実施していたが、保健部署との連
携は２割程度に留まった。一方、在宅療養指導の非
実施群は、病棟からの連絡や病棟への連絡は５割が
実施していたが、福祉施設や医療機関、介護福祉
部署、保健部署と連携を実施している割合は２割に
満たなかった。ま在宅療養指導の実施と連携に有意
な関連が認められたのは、院内の部署と福祉施設で
あった（表４）。
考察

２．在宅療養指導
　今回の調査では、在宅療養指導を実施していた外
来看護師が41.1％と半数にも満たず、在宅療養指導
の対象者を全員と答えた者は５人であったこと、継
続的な通院や在宅療養の困難が予測される「ADL
に問題のある患者」や「家族関係に問題のある者」
への在宅療養指導実施の割合（20.3％，11.6％）が
低いことが明らかになった。また「65歳以上の者」
１人（1.4％）と、高齢者を意識した療養指導はほと
んど実施されていなかった。しかし、患者から「相
談のあった者」への在宅療養指導実施は24.6％と少
なくないことから、患者のニーズや要請は高く、加
えて、医療や障害をもちながら在宅療養を余儀なく
される患者が多い400床以下の医療機関においての
み回復期リハビリ病棟があったことから、中・小規
模の医療機関での在宅療養指導の充実の必要性が明
らかになった。

　さらに在宅療養指導の対象者が化学療法を受けて
いる者（22人）や糖尿病患者（19人）が多かったこ
とは、疾患や医療制度などによって在宅療養指導対
象者が選定されていた結果と考えられ、これは看護
外来（看護専門外来）の特徴が浮かび上がったもの
と推測される。
　在宅療養指導を実施しない理由としては、「時間
がない」と答えた者の割合が半数を占め、「情報が
ない」や「システムがない」（30.7％、8.0％）と答
えた者も１〜３割と外来看護の体制やシステムの課
題も明らかになった。先行研究においても、外来看
護師の役割遂行困難な原因として「時間がない」と
認識している者の多さが報告されているが、今回の
調査結果も同様であった１，７）。
　外来における看護師の在宅療養指導の実施を推進
するためには、外来窓口への看護師以外の職員の配
置などによる事務的業務の軽減が必要だと考えられ
る10，11）。
　また先行研究では、外来では、診療の補助時の患
者支援に加えて、患者の自己決定やアドヒアランス
への支援が看護師の役割であることが明らかにされ
ているが、今回の結果では在宅療養指導の「対象が
分からない」や「方法が分からない」などの理由が
２〜３割と高く、「担当でない」や「機会がない」、「必
要性を感じない」、「対象者がいない」と答えた者も
いたことから、在宅療養指導の対象者の選定指標の
導入や療養指導方法などの外来看護師へ研修機会の
確保が必要であると考える４）。
　在宅療養指導の実施状況と患者の状況把握や看護
活動では、在宅療養指導実施群でも通院方法や通院

表４　療養指導実施状況別にみた看護活動と連携

　 全体 % 指導有 % 指導無 %
看護活動
　救急受診指導** 113 79.6 63 94.0 50 66.7
　看護展開** 13 9.2 12 17.6 １ 1.4
　看護記録** 59 45.4 45 69.2 14 21.5
　カンファレンス** 51 37.8 37 56.1 14 20.3
連携
　病棟から連絡* 92 59.4 47 70.1 45 51.1
　病棟へ連絡* 87 56.1 43 66.2 44 48.9
　福祉施設連絡** 38 25.7 25 39.1 13 15.5
　他の医療機関連絡 36 24.0 21 31.3 15 18.1
　保健機関連絡 30 21.0 15 22.7 15 19.5
　介護部署連絡 37 26.4 21 32.3 16 21.3

x2検定：　*： p<0.05, **： p<0.001
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の同伴者、キーパーソンを把握できていたのは、３
〜４割程度であり、未受診者や未受診理由および通
院困難な時期の把握は１割程度に留まっていた。す
なわち、外来を訪れる患者の継続的な支援が行われ
ているとは言い難い状況であったと言える。
　廣川らは、外来看護師にセルフケアが可能に見え
る患者の中から、看護を必要とするサインを捉える
能力の必要性を指摘しているが、未受診の実態と患
者が外来を訪れている時に患者の生活背景や今後の
病状の予測から、通院困難な時期の予測を行う看護
師の能力が重要であることが明らかになった13）。

２．外来看護師の他機関（部署）との連携
　外来と院内外との連携状況では、在宅療養指導の
実施の有無に拘わらず、院内連携は半数以上実施さ
れていたが、院外の機関（部署）との連携は在宅療
養指導実施群でも３割以下であった。先行研究では
地域医療支援病院において療養支援を継続するため
の情報提供活動の必要性が明らかにされており11）、
訪問看護師との連携において、緊急時の相談・調整
情報の共有、社会資源活用状況や介護状況および身
体状況の把握の必要性が明らかにされている14）。今
回、在宅療養指導実施群でさえ、医療機関や福祉施
設および介護機関（部署）と連携を行っていたのは
３割程度であり、保健機関（部署）との連携は２割
程度と低水準であった。今後益々、地域の医療機関
や介護、保健機関（部署）との連携の必要性が高ま
る中、医療機関の診療外来における看護職の配置の
充実が困難であるならば、各科とは別に連携担当部
署の設置により、患者情報の収集から福祉と医療お
よび保健機関（部署）との連携を行うなどの組織的
対応も必要と考えられる。

３．外来看護の課題
　以上の結果と考察を踏まえ、外来における看護の
課題として以下のことが指摘できる。
　まずは、在宅療養指導が必要な患者の選定である。
　外来では、従来より待ち時間の短縮など、診療補
助業務は重要な役割であるが、医療機関と在宅/介
護施設との連携強化が推進される社会的なニーズに
応じた患者支援の充実が必要である。
　在宅療養指導が必要な患者の選定は、受診率や合
併症を有する者の増加する75歳以上の高齢者のスク
リーニングや、病棟から外来への継続看護の必要性
など、系統的に実施できると考えられる。

　もう一つは、外来受診時の患者のニーズ把握方法
の工夫や、医療機関内連携パスや医療機関外連携シ
ステムなどの連携の推進を進めるためのシステムの
構築である。

結論

　今回の調査は、回収率が低いため、外来看護の全
体像を反映しているとは言えず、外来看護に対する
関心の高い医療機関であると推測される。
　今後は一般外来においても看護師が在宅療養指導
において主体性が発揮できるような教育プログラム
の開発や、外来看護職の配置基準のあり方が提言で
きるような研究も必要であろう。
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